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（別紙） 

原油価格上昇に伴う国民生活及び地域経済への対策強化を求める意見書 

 

中東情勢の長期的な緊張に加え、為替変動等に起因する原油・燃料油価格の  

上昇は、市民生活の家計負担を増大させるとともに、物流・産業・医療・福祉など地域

社会の根幹をなす活動を深刻に圧迫している。現行の激変緩和措置により一定の 

抑制効果は見られるものの、先行き不透明な状況が続いており、中小事業者や市民

の暮らしは未だ厳しい現状にある。 

また、燃料のみならず原材料価格の高騰や供給の不安定さは、地域経済の持続的

な発展を阻害する大きな要因となっている。地域経済の疲弊を防ぎ、市民が安心して

暮らせる環境を維持するためには、現行対策の継続に加え、より実効性ある中長期的

な施策が不可欠である。 

よって、国においては、国民生活の安定と地域経済の健全な発展を図るため、下記

の事項を速やかに実施されるよう強く求める。 

 
記 

 

１ 燃料油価格激変緩和措置の継続・拡充 

エネルギー価格の急激な変動が国民生活や産業活動に及ぼす影響を最小限

に抑えるため、激変緩和措置を継続するとともに、今後の経済状況に応じた柔軟 

かつ適切な拡充を図ること。 

 

２ 中小事業者等への重点的な支援 

エネルギーコスト高騰の影響を強く受ける中小事業者、地域公共交通、農林  

水産業者等に対し、地方創生臨時交付金の積極的な活用等を通じ、事業継続を

支える実効性ある支援策を講じること。 

 

３ エネルギー及び重要物資の安定供給体制の強化 

国家備蓄の機動的な放出に加え、ナフサ等の重要原材料や生活必需品、医療

材料等の調達網の多角化・強靭化を推進し、経済活動と国民生活の安定を図る 

こと。 

 

４ 物価高騰を踏まえた生活者支援の維持・強化 

エネルギー価格等の高騰により困窮するリスクのある世帯に対し、きめ細やかな

相談体制の構築及び生活支援策を継続し、市民の生活の安定維持に万全を期す

ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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